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石木ダム事業の再考を求める要請
国土交通省九州地方整備局は本年9月6日、石木ダム事業に関し、ダム予定地の強制収用の前提になる事業認定を行いました。水没予定地13戸60人の住民が断固反対の姿勢を堅持し、どこから見ても必要性が見られない石木ダム事業について、長崎県と佐世保市がなぜこれほどまでに事業推進にこだわり続けるのか、さらに、それに呼応するように九州地方整備局がなぜ、いともたやすく事業認定というお墨付きを与えるのか、私たち科学者の立場からは不可解極まると言わざるを得ません。

「ダム検証のあり方を問う科学者の会」は、ダム事業の科学的な検証を求めて科学者11名が呼びかけ人となって2011年11月に発足しました。長崎県の石木ダムについてもその検証のあり方を検討し、国土交通大臣および「今後の治水のあり方を考える有識者会議」の委員に対して意見書等を提出してきました。そして、今年3月と7月には佐世保市長に対して、あまりにも非科学的な佐世保市・水需給計画の抜本的な見直しを求める意見書を提出しました。

　私たち科学者の会が石木ダム事業に必要性、合理性を見出すことができない理由の要点は次のとおりです。

　　　　　　　　石木ダムに必要性・合理性を見出せない理由

①　佐世保市の水需要は減少の一途を辿っているのに、市の予測では反転して急増
佐世保市水道の一日最大給水量は2000年代に入ってから減少の一途をたどり、最近10年間で２割も減っている。今後も人口の減少と節水型機器の普及等により、水需要の減少傾向が続くことは必至であるにもかかわらず、佐世保市の予測では一日最大給水量は将来は反転して急速な増加傾向に変わり、わずか5年間で3割近くも増加することになっている。これほど実績と全く乖離した水需要予測の例が今まであっただろうかと思わざるを得ないほどのひどい架空予測である。

②　佐世保市は水道の保有水源を過小評価
　佐世保市は一方で、水道の保有水源を過小評価して石木ダムの必要性をつくり出している。市は安定水源が一日77,000㎥しかないとしているが、実際に渇水時も使っている水源をすべて合わせると、9.8万㎥/日ある。一方で、一日最大取水量は8.3万㎥まで減ってきており、さらに減少していくから、将来とも水需給に十分な余裕がある。
③　長崎市水道は実績重視の予測を行って本明川ダムから撤退

佐世保市は、2017年度完成予定の石木ダムの水源を必要だと言うために、このように常軌を逸した予測を行っているが、一方、長崎市は将来の一日最大給水量が減少していくという、実績重視の真っ当な予測をして本明川ダムからの撤退を判断した。長崎市と佐世保市の姿勢には雲泥の差がある。
④　佐世保市は石木ダムとその関連事業のために市民に多額の経済負担を強制

佐世保市は石木ダム計画に呪縛されているために、市民に多大な経済負担を強いようとしている。ダムの負担金だけでなく、石木ダムで得る水源を取水して浄化し、送水するための施設の建設費も合わせると、国庫補助金と既支出分を除いて、市は202億円にもなる巨額の費用を負担する。そのツケは佐世保市民に回り、市民は1世帯当たり約20万円を負担させられることになる。起債の利息支払いも含めると、もっと大きな負担になる。
⑤　石木ダムをつくっても、川棚川の近年最大の洪水の再来に対応できない
治水計画を策定する上で最も重要な課題は、近年に実際に起きた洪水が再来した場合に氾濫を確実に防止できるようにすることである。ところが、石木ダムを建設しても、川棚川の近年最大の洪水「1990年7月洪水」が再来した場合、浸水被害を防ぐことができない。この洪水で浸水被害が起きたのは川棚川からの越流ではなく、野口川等の支川の氾濫、内水氾濫によるものであるから、石木ダムで川棚川の水位を下げても、氾濫を防ぐことができない。
⑥　石木ダムのための不合理な川棚川水系河川整備計画
川棚川水系河川整備計画は治水安全度を上流域１/30、下流域１/100とし、下流域を1/100にするために石木ダムが必要だとしているが、川棚川では流域人口の8割弱は上流域に居住しており、治水安全度を下流域だけ1/100にする理由がない。石木ダムを無理矢理位置付けるために石木川合流点下流域の治水安全度を1/100にしているだけのことであって、不合理な河川整備計画が罷り通っている。
⑦　石木ダムのために川棚川で本当に必要な治水対策がおざなりにされている
川棚川流域の浸水を防止するために取り組むべきことは、川棚川下流部の野口川等の支川氾濫、内水氾濫を防止する対策や、川棚川全体の河床の掘削などであって、石木ダムの建設ではない。ところが、川棚川では河川予算のほとんどが石木ダムの建設に回され、川棚川で真に必要な治水対策が放置され、流域住民の安全確保がおざなりにされている。
　以上のとおり、石木ダムは利水・治水の両面で必要性が皆無です。このような不合理極まりないダム計画に事業認定を下した九州地方整備局に心底からの怒りを禁じ得ません。

必要性のない石木ダムの建設によって、水没予定地13戸60人の住民の生活を奪い、かけがえのない豊かな自然を壊し、さらに佐世保市民に多額の経済負担を強いることがあってよいのでしょうか。また、石木ダムのために川棚川で本当に必要な治水対策を放置し、流域住民の安全確保をおざなりにしてよいのでしょうか。
貴知事が、県民の生活を守ることが知事の責務であるという原点に立ち返って、石木ダム事業の是非をあらためて再考されることを強く求めます。

もし、今回の石木ダムの事業認定を受けて、長崎県が石木ダム建設に固執し、ダム予定地13戸の強制収用に踏み切るならば、科学者の会はその不当性を全国に訴え、13戸60人の住民を全力で支援することを申し添えておきます。
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